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４月からの消費税増税中止を求める意見書について 

 ４月からの消費税増税中止を求める意見書を次のとおり提出する。 

記 

４月からの消費税増税中止を求める意見書 

消費税の８％への増税が目前に迫っています。 

しかし、国民の暮らしと営業の実態は、消費税の増税に耐えうる状況にはありません。労働者

の所定内給与は２０カ月連続で減少し、年金は減り続けています。円安による原材料費の高騰で

中小企業は痛めつけられ、生活必需品の値上げが家計を襲っています。消費税増税とともに、７

０～７４歳の医療費自己負担の１割から２割への引き上げ、年金の引き下げ、生活保護の更なる

削減も待っています。 

国内総生産の実質成長率は昨年１０月の安倍首相が消費税増税を判断した際の昨年４～６月期

の３．６％から大きく下がり、１０～１２月期には１％です。日本経済の減速傾向は明らかです。

こんな時に消費税を３％増税し、８兆円もの負担を国民にかぶせれば、暮らしに大打撃を与え、

経済を壊し、財政も共倒れで破たんするのは明瞭です。 

３月１３日付朝日新聞によると、物価上昇率は前年同月比で１．３％程度。消費税の増税でさ

らに２％ほど押し上げられ、バブル末期同様の３％台の物価高になると述べています。一方、２

０１４年春闘で、トヨタの賃金上昇率は０．７８％。定期昇給を含めても２．８７％で、消費税

増税を織り込んだ物価の値上がりには追い付かないと指摘しています。他の多くの企業ではベー

スアップを実施してもトヨタを下回ります。「経済を好循環させるには賃上げが必要」というなら、

その賃上げ分を根こそぎ増税で奪い取るような行為は避けるべきです。 

消費税増税法は、税率の引き上げは「経済状況の好転について、名目及び実質の経済成長率、

物価動向等、種々の経済指標を確認し、（中略）その施行の停止を含め所要の措置を講ずる」とし

ています。経済指標からも、今やるべきは、消費税の増税ではなく中止の措置です。 

よって、国においては、４月からの消費税増税を中止することを強く求めるものです。 
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 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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